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７．講演 

７．講演・・・市民社会を確立するための制度設計の考え方 

（１）講師プロフィール 

氏 名 平石 正美（ひらいし まさみ） 

所 属 国士舘大学 政経学部 教授 

略 歴 
早稲田大学大学院博士課程前期 行政学 専修 

東海大学大学院博士課程後期 都市政策 専修 

財団法人地方自治協会 調査研究部 主任研究員 

国士舘大学 政経学部 政治学科 教授 現在に至る 

活動内容 
専門は、現代行政学、都市政策、電子政府論など。国や自治体の研究プロジェクトや

研究講師、委員会の委員などを歴任。昭島市で総合基本計画審議会の委員を務める。 
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（２）講演（抜粋） 

 

（市民討議会への参加の意義と感謝） 

本日、集まって頂いた方には感謝をしたい。来たくて来たわけではない、選ばれて、参加を依頼さ

れて来た方々である。実はこのような普通の市民が参加する討議会は世界でも先端的な試みのひとつ

となる。普通の市民、普通の高校生の方々が集まって議論をするところに意義があるのです。 

みんなが自分の住んでいるところを良くしたい、という気持ちをどうまとめるのか。普段、そのよ

うな機会はないと思われる。家族の中でもこういった話をすることは難しいのが実情でしょう。 

身近に起きている問題をどのように解決していくか、スライドを使用しながら話していこうと思う。 

 

（住んでいる世界はみんな異なる） 

従来の制度というのは、役人がつくるものであり、市民は関係ない、という考え方であった。しか

し、現在その考え方は逆転し、実現に向けて研究がされている。制度や仕組みは我々の生活そのもの

ともいえる。 

私は 30 歳まで大学で研究した後、国の調査機関で 40 歳まで働いた。その後、国士舘大学にて勤務し、

15 年が経過した。55 歳というと定年後のことも考える年齢であるが、大学ではまだ若手扱いをされ

る。なぜなら、私の大学の定年は 70 歳で、60 代以上の先生が半分近く現役で働いている環境だから

である。若手なので、自分の研究を通して社会に貢献することや学生指導だけでなく、学務について

も仕事の負担量が増加する。われわれの役割は、自分が帰属する社会において、どのような年齢層や

関係性があるかで役割分担が決まっていく。したがって、それぞれが独自の特殊な環境に生きている

というのが前提となる。 

今、みなさんが生きている社会もすべて特殊な世界である。自分たちの家庭の中も特殊な世界とい

える。したがって、人は、自分のおかれている世界（つまり特殊な世界で考えていること）が、社会

のすべてであると考えてしまいがちである。しかし、社会には様々な立場で、様々な考え方を持った

人達がいる。自分だけを前面に出してしまうと、すべてがおかしくなってしまう。自分は正しいこと

を言っているのに、なぜ衝突が起こるのか、その問題発生のメカニズムが理解できなくなっていく。

その問題と解決のメカニズムのあり方を話していこうと思う。 

 

（21世紀型デモクラシーの創造） 

現在は、今までの民主主義やデモクラシーの考え方とは、確実に異なってきている。本来なら 21 世

紀型のデモクラシーのあり方を考えていかなければいけないが、今の政治の中にはぜんぜん取り入れ

られていない。４枚目のスライドに「公共範囲の新社会契約」とあるが、これは政治学を学んでいる

学生に言ってもわからない。意味としては、社会や役所、政治からどの範囲までサービスを受け、そ

れに対しどこまで税金を支払うのか、つまり社会的な契約関係として、どのような政治や政府をつく

り、どのような公共サービスを得るかを新たに再検討していく作業ということになる。 
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こうした新しい役割分担を、市民と行政が新たに取り決めていくという社会をつくっていかなけれ

ばならない。これはどの国においても、おそらく同じように取り組んでいくものになると考えられる。

こうした公共団体としての自治体とは別に「セルフガバメント」という仕組みがあるが、これは『自

分たちのことは自分たちで決めるので、税金を使わない』といったようなルールや仕組みを実践する

自治（政府）である。21 世紀型デモクラシーとは、このような二つの政府形態で動いていくデモクラ

シーであり、これからの社会で基本的な考え方になるのではないだろうか。 

 

（新たな地方自治の可能性） 

そうなれば地方自治体も当然変わる。今までほとんどのサービスは行政がやってくれたが、すべて

を任せるならば税金をいくら払っても足りなくなる。何の統制もない社会では、それぞれ特殊な世界

の要望がたくさん存在することになり、それぞれの状況に合わせて無条件に要望をみんなが出し合う。

ある分野のサービスは自治体が供給していて、こちらの分野のサービスは自分たちで行っていこうと

するならば、自治体の総コストが次第に安くなっていく。またこれは地域の事情や政策の蓄積によっ

て違いが出てくる。そうすると、教育に力を入れる都市、健康に非常に力を入れる都市、しかし他の

分野については、住民が自ら対応することで、税金は安くするといった特色ある都市づくりを行うこ

とができる。そうなれば、どのような政策を持っている市長に対して我々が投票するのか、という政

策投票の形になり、現状を維持しつつ市民の満足度を下げることなく、持続可能な自治を形成してい

くことになる。これは、いろんな研究者達が考えていることではあるが、あまり発表はされていない。 

また、役所だけでサービスを供給するのではなく、いくつかのサービス形態があると考えられる。

この案件であれば、NPO が行う、この分野なら医師会が行う、これらは自分たちで委託をしながら標

準化していく、など様々な方法が考えられる。地域の各団体が役割意識を持ち、分担調整をネットワ

ーク化することによって、役所の規模を小さくし、自分たちがどこに、どう税金を使うかという計画

をつくりなおすことが可能になると考えられる。 

そうなると、公務員の形態も変化せざるを得ない。5枚目のスライドで言うゼネラリスト型公務員と

は、従来型の将来トップまで行くことが可能な人達であり、仕事の経験を通じて成長していく日本の

公務員である。しかし、諸外国の公務員は特定のポジションにスペシャリストを雇用する。広報課の

係長のポストで欠員が出たときは、編集に長けた人材を採用する。日本では公務員も社会人も 4 月に

入社するが、諸外国では人が異動したとき、欠員が起きたときに初めて求人を出して採用する。ハー

バード大学を卒業しても、就職するまで 2 年かかる、その間に様々な社会勉強をするといったことは

普通にある。日本ではすべて自分の組織で研修して様々な仕事に就ける人を集めようとする。なんで

も出来る分だけ、少ない人数で行い、専門職の部分もすべて学んでいく。これはみんなの能力が高く、

組織の研修コストも十分であれば問題ないが、非効率である。 
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（おかしくなってきた日本社会） 

次に、身近な問題から日本社会で必要とされているのは何かを取り上げてみる。おかしくなってき

た日本社会を良くすることができるのか、我々の生きてきた時代と今とでは何が違うのか？ 例えば新

宿の歌舞伎町などは、ある一定の場所より奥に行くと危険だと判断が出来るし、そのような危険情報

は自然と共有されてきた。また外国に行っても、危険な雰囲気は分かる。しかし今は、普通でまじめ

そうな青年に突然刺されたり、暴力をふるわれたりする。これは、今までの我々の感覚では対応が出

来ない社会になってきているなということになる。見るからに普通の母親が、子どもを虐待して殺し

てしまう非日常の社会がすぐ隣にあるようになった。 

 

（クレイマー化する社会） 

これらの問題にどんな共通の現象があるか考えてみよう。例えば、自分勝手な自己主張などに特徴

が出てくる。いいがかりを一方的にまくし立てる、自分がどうして良いかわからなくなると周りに対

して騒ぎはじめる。また、なにか問題が発生した場合、他人のせいにして騒ぎ立てる、また問題の犯

人探しを執拗に行う、など一定の共通行動が現れてくる。我々はこれをクレイマーと呼んでいる。そ

こには、法律や社会がすべて問題を解決してくれるという誤解に立脚し、社会における義務や責任の

範囲を理解せずに、社会制度とは完全なものであり、無限大に社会保障されると都合良く考えている

デモクラシーの幻想がある。自分に一つでも不都合なことがあると、それに対して文句を言う。自分

は納税者で税金を納めているのに、なぜ出来ないのか、と相手を責めることが多くなってくる。また、

問題を解決するための人と人とのつながり、頼れる相手という存在が少ないため、自分と社会との関

係を相対的に把握する社会化ができていない場合が多い。 

 

（コミュニティの活性化） 

まちづくりや、犯罪者を出さない社会とはどういうことなのか、をここで改めて考えてみよう。そ

の基本的な解決策の一つは、コミュニティをいかに再生するのかである。隣近所で声をかけあう、町

内会の中で誰がいるのかを把握し、構成員間のつながりの意味を再認識する。杉並区の和泉地区では、

小中学校の通学区域で痴漢が発生したとき、どの時間帯に被害があったのかを調査した。すると、意

外にも朝方の登校時が多いことが分かってきたため、町内会と学校が協力しあい、登校時間に合わせ

て犬の散歩や朝の庭木の水やりを行うようになった。周りの人達と声をかけあうことで、小中学生も

挨拶をするようになり、その結果、不審者はコミュニティに入って来られなくなった。また、近隣ト

ラブルを抱えていた町内の人達も、挨拶をすることにより、トラブルが解消するといった相乗効果も

生まれた。 

コミュニティの再生をするには、ストーリーを動かす仕掛け、物事を動かす仕組みが必要で、継続

していくことで再生が可能になる。 
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（ネットワークの構築） 

その他に、地域内にさまざまなネットワークを構築するということも重要である。三鷹市では、初

めて子どもが生まれたときに、子育てについて悩んでいる母親が多かったことから、市ではＮＰＯ団

体に依頼をして子育て講座を開催した。何が良かったかというと、講座を受講することによって、同

じ悩みを持った人達がたくさんいることを知ることができ、また一人で抱えている悩みではないとい

うことを、知ることによって、安心感を得ることができることであった。また講座を通して友達とな

った母親同士、育児の悩みを相談することも出来る。今度はその母親達が受講後、自分たちが困った

人達を助けていくために、子育てネットワークをつくるというプラスのネットワークができていく。 

 

（自身の存在価値を認めてもらえることと自己実現） 

現在、一人ひとりが社会の中で分断されていると感じている状況にある。社会を良くしたいと思っ

ている人達がいくら頑張っても、多くの人たちにつながりや連帯感が希薄であれば、良くなっていか

ない。 

大学では自分で授業やカリキュラムを選択することが出来るので、中学や高校と比べるとかなり自

由である。しかし、われわれ教員が気にかける一番の問題は、入学してきた学生が友人を作れるかど

うかである。友人が作れない学生は、大学に来ても楽しくない。一日休むと授業がどこまで進んだか

分からなくなり、次第にサボるようになっていく。こういった学生たちが毎年少しずつ増えてきてい

る。これは日本社会の縮図であると考えている。ある女学生に挨拶をしようとしたところ、あとずさ

りされたことがあった。はじめはその行動の意味がわからなかったが、のちに分かったことは、先生

に褒められた経験がなく、先生に声をかけられることは叱られることだと思っていたがゆえの反応で

あった。 

オープンキャンパスで、ゼミの学生たちが自分たちの学んだ政策分析を、高校生に分かるようにゲ

ームで伝えようとした。子育てに関する自治体の政策や、ローンを組むときの最適なタイミングなど

をデータ化し説明したところ、たくさんの高校生が集まり好評であった。その盛況ぶりをみた学長が

直々に学生を褒めてくれて、ささやかな記念品ももらった。ある学生は「先生に褒められたのは初め

てだ」と非常に喜んでいた。これらのことからも、若い人たちは他の世代の人達と、深いつきあい方

をしていないし、他の人との交流も少ないことがわかる。 

また、学生たちの問題点の一つに、自分は社会にとって必要とされているという自信がない。多く

の学生に聞くと、人のためになるような仕事をしていきたいという声が非常に多い。これは自信のな

さの裏返しではないかと考えている。若者は利己的な考え方をすると批判される一方で、どういった

仕事をしていけば自分が人の役に立つのか、人に必要とされるのか、を考えているのも若い世代の特

徴であるといえる。 

人は人の役に立つために生まれてきたという基本的なことを、教えられてこなかった、もしくは理

解させられない環境で育ってきているためである。例えば大学生が僻地の農村に行った場合、老人し 
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かいない環境では当然のことながら若い人は非常に重宝される。人間は役に立つ場所が必ずあるにも

関わらず、狭い世界でしか考えず、自ら役に立つ場所を見つけるというイメージを持てないでいる。 

 

（市民討議会は地方自治を推進するきっかけづくり） 

社会の中で重要なのは、犯罪をおかした人も虐待をした人であっても、本来は人の役に立つ場所が

あったのに、見つけられないために問題を起こすという疎外感を感じる社会であることだ。人の温か

さを感じられずに、ネガティブかつ消極的・否定的なサイクルに入り込んでいる。 

地方自治とは、誰もが社会の役に立つというポジティブなサイクルや、人の善意をつないでいく仕

組みをいかにつくっていくのかである。そのため、一人ひとりがそういった仕組みづくりを考えたり、

行動したりしていくきっかけづくりが重要で、このような市民討議会はそのきっかけとなる。 

 

（地方自治には参加の機会があることが重要） 

地方自治は何であるかを考えるために、基本的な論理を検討していこう。まず、最初にトックビル

というフランスの政治家・学者を取り上げてみる。フランスは階級社会であり、多民族な社会で、衝

突が多い国である。彼がアメリカを研究することになったきっかけは、どのように刑務所の運営をう

まくやっていけるかであり、その調査のためにアメリカ諸州を歩いて研究していった。そこで感銘を

受けたことは、自分たちの地域の様々な問題を話し合って決めている草の根型の地方自治であった。

フランスは、人に任せると対立が増え、まとまらなくなるために中央集権の仕組みを選択した。しか

し、アメリカは人々が平等に議論し、自治がうまくいっている。それを見てトックビルは、地方自治

の重要さと同時に、地域社会の中で色々な役職をたくさん設けて、一人ひとりが責任をもって分業を

することが地域社会の安定には大事だと気づいた。地域社会は一つの役所だけで成り立っているわけ

ではない。例えば牧草地など、広域的な管理をどうするのかといった場合に、自分たちの地域のルー

ルに則り、委員を出し合ってみんなが使いやすくなるようにルール決める。他の分野では、別な人が

参加して問題を解決していく。このようにみんなが何らかの社会の役割や責任を持つことで、地域全

体のことを考えていくようになる。 

 

（モラルのある連帯感が重要） 

デュルケームはフランスの社会学者であり、現代社会がなぜこのように進歩したのかを解明する社

会的分業論を提唱した。現在は、様々な専門分野や専門技術が日々生まれる、高度に進化した社会で

ある。これは、社会的分業が時代を超えてもうまく機能してきたことを証明している。彼は、分業関

係を成立させるために何が必要かは、悪さをしない、相手をだまさないという信頼関係が根底にある

ことだとした。自分だけ儲かるために、使えないものを売っては、社会は成り立たない。そのために

必要なのは、「連帯感」であるとデュルケームは言う。 

売買に関する市場について言えば、基本的には市場の信頼性は高く安定的である。しかし、小さな 
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子どもたちにスーパーでパック詰めされた肉について聞けば、豚肉というのは分かるが、加工された

肉と動物としての豚が結びつかない。つまり、生きた豚が多くの人の手を介在して食肉加工され、ス

ーパーに並ぶというプロセスを理解できない世代が増えてきている。これは、社会の様々な職業と分

業を実体として理解できない時代へとなってきたことを意味する。そうなると人々は、寛容性や柔軟

性を失い、社会はギスギスしたものとなる。デュルケームもこの問題が起こることは予想しており、

その解決には「道徳的な連帯」が不可欠であると主張していた。 

今の現代社会は一人ひとりが自分自身の空間の殻に閉じこもっており、役割分担や社会的な責任感、

お互いの立場を理解するということがなくなってきた。これが虫も殺さないような中学生が殺人を犯

してしまう、ということに繋がっていくのではないかと考えている。 

 

（ルールを守る環境づくりが重要） 

米国のノースウェスタン大学出身のアブナー・グライフは、古代のギリシャ文字、ヘブライ語によ

る文献を調べ、中世の地中海貿易であるマグリブ貿易において、なぜ荷主と船主がトラブルを起こさ

ずに繁栄したかを研究した。11 世紀頃のマグリブ貿易はユダヤ人貿易商が行っており、荷物をフラン

スからエジプトやギリシャへ運搬するなどをして、利益を得ていた。船主は、沈没したと嘘をついて

自分は逃げて莫大な利益を得ることも、いくらでも出来る時代背景であった。だが、みんながルール

を守り、詐欺のような問題が起きなかった。モラルが低下するのは、情報の非対称性（知りうる情報

に違いがあること）にあるというのが経済学の基本論理である。 

彼が分析に利用したのは現代的なゲーム理論であり、どういう行動をしたら自分たちが得になるの

か、といった考え方である。船を動かす人達はどう考えるのか、もし自分が沈没したと嘘をついても、

一度は儲けることが出来るが、その後は悪い評判が立ち仕事が出来ないため、利益を得ることは出来

ない。一回だけの利益を求めるのか、それとも信頼関係を維持しつつ仕事を続けることで利益を得る

ことを求めるのか、と考えた場合に継続的に利益を得る方が良いと船主たちは考えた。ここでの教訓

は、情報がきちんと伝わらない社会であっても、利己的な行動をとりやすい環境であっても、取引と

インセンティブをうまく制度化すれば、安定した秩序になると言うことである。 

現代社会はつながりがないため、みんなが自分中心にしか考えられなくなっている。しかし、利己

的な人達同士であっても、協力し合うためには何かをする、といった発想や仕組み作りが非常に重要

である。 

 

（参加は学習である） 

次に、サスカインドはアメリカの学者であり、学習的な参加論を提唱している。『参加』とは 3 つの

段階を経て成長していく。別の言い方をすれば、参加とは学習であるとも言える。 

パターナリズム（後見主義）は、例えば母親が子どもに何かをやらせたい場合、「～を取って」とお

願いをして、子どもが初めて行動をする、という段階である。今までの参加であるならば、職員がす 
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べて準備をして、参加するだけでいい、といった状態である。そのため、参加者が意見を提案すると

ころまでは行かない。わかりやすい例でいえば市民運動会である。こういったプログラムで行うので

参加してほしい、行政側も参加者が多ければ盛り上がった、となる。しかし、ずっと続けていけば、

若い人達は別のスポーツを希望する場合も出てくる。しかし、行政は突然言われても対応が出来ない。

そこで、若い人達は行政に対して不信感が芽生え、段々と参加することが嫌になっていく。これが第 2

段階のコンフリクト（対立）であり、人間でいえば反抗期と一緒である。相手の立場を理解できず、

自分たちが思ったことを言うが、言われた側にも事情があるため対応が難しい。お互いに事情が分か

らないため、ぶつかり合う。しかし、反抗期があるということは、次第に理解に繋がる可能性がある。

なぜだめなのか？その「だめ」と言われた理由が徐々に分かるようになると、譲歩の気持ちが生まれ、

プラスになってくる。そうなったときに初めて、第 3 段階のコープロダクション（協働生産主義）と

いう、協働して物事を成し遂げていく、つまり協働することで社会的に何らかの生産をなすという段

階になってくる。 

 

（住民参加の段階的分析） 

こうした視点から、日本の住民参加を見てみよう。明治期から昭和 40 年代まで現代的な住民参加と

いうのはほとんどない。昭和 40 年代から 50 年代後半にかけて、各自治体でようやく独自の政策が展

開できるようになってきた。つまり、財源的に余裕を持つことが出来るようになってきたため、住民

の意見を聞ける可能性が出てきた。その後、昭和 60 年代～平成 10 年はバブルの崩壊と、財政難、リ

ストラと様々なところで、事業を絞り込まなければいけない時代に入ってきた。 

住民参加の形態が現れてくるのは、50 年代後半から最近にかけてとなる。住民参加の初期の時代は、

審議会や委員会等の住民参加など、参加させるということだけであった。参加者も社会福祉協議会等

の代表者だけであった。これは住民の声を聞くといっても、形式的な段階でしかないが、住民の視点

から考えなければいけないという意識が芽生えてきた。第二段階は現在であり、第三段階にはまだ入

っていない。 

第二段階は、住民参加の領域が拡大する。参加や協働を条例化したり、普通の市民の方々に集まっ

てもらい、考えて行動したりする機会が増えていく。この効果としては、（行政の）多くの部、課、係

が行政運営を住民視点で考えられるようになったことである。これは大きな変化をもたらすこととな

った。今までは中央官庁ばかりを気にして、住民の視点で考えることが少なかった。そして、法律や

予算で限度や限界があるため、工夫して考えることは出来ない、といった状況であった。しかし、現

在は住民視点で必要なものと不要なものを考えるようになった。 

第三段階は、セルフガバメントの進展である。これは自分たちでルールや仕組みをつくって、自分

たちで動かしていく。ここまでいかないと本当の意味での市民社会や市民自治にはならない。 

 



109 

７．講演 

 

（世界が注目する日本） 

日本は世界で一番、高齢化の進展が速く、世界一の借金大国であるから、日本の課題解決策は世界

から注目されている。日本のマスコミはそれをあまり伝えないが、先進諸国のほとんどの問題が日本

の中にある。日本の政策が失敗したとしても、それは大きな参考になる。そういった意味で日本は先

進国病のトップランナーにいるので、世界から注目をされている。 

このような環境では、国レベルというよりは、地方レベルの普通の人達がどのように課題解決の仕

組みをつくっていくのかが現実的な解決策となる。そのための自治基盤として、共感できる、絆やつ

ながりを実感できるような地域社会をつくっていく必要がある。共に汗を流し合う仕組みや運動も重

要である。例えば、最近のマンションの販売主ですら、人と人とのつながりを重視している。別の場

所に農地を借りて、田植えや草むしり、稲刈りの時期に住民が一緒に赴き、共同作業をすることで人

の顔を覚え、共に汗を流すことで共感を覚える。顔を合わせないマンションに良さを感じていた人た

ちも、東日本大震災でコミュニケーションをとることのできるマンションの方が安心だと理解するよ

うになってきた。 

また、自分たちの地域の自治を知ることも重要である。日本で欠けているものの中に、小中学校の

段階で自分たちの地域の良さや、住民がどう地域社会に参加するべきか、といった地方自治教育や民

主主義教育というものがほとんどない。例えば、スウェーデンには「10 歳からはじめる民主主義レッ

スン」といった本がある。これは、自分たちの地域の問題の解決について、小さい頃からロールプレ

イングなどを用いて教育している。それにより、自分たち自身に地域の問題を解決していくという意

識が小さいときから芽生えてくる。日本では事故に合うからと友達と遊ばず、家の中でゲームをして

いるが、これでは必要とされる社会化と真逆の状態になってしまう。ぜひこういった地方自治教育、

民主主義教育を自治体などで地域の中で行っていく仕組みをつくり、地域に対するアイデンティティ

を養成してもらいたい。 

 

（みんながつながる仕組みづくり） 

参加等のいろんな仕組みを通して地域社会を形成していくとき、重要なのは参加したくないといっ

た人達をいかに参加させるのか、他の人と対話をしたくないという人達に対して、どうインセンティ

ブをつくるかということである。例えば高齢者医療が日本の財政の首を絞めるという話があるが、健

康であり 1 年間 1 回も病院に行かなかった場合に、報奨金が支払われれば、みんなが病気にならない

ように気をつける。結果的には日本の医療費の抑制に繋がる。そういったインセンティブや工夫を制

度の中に位置づけることが重要である。 

また、こういった仕掛をテレビや新聞を通じて、具体化しているとことを、世界に発信できるよう

な力を持たないと変化していかない。山中教授がノーベル賞を受賞したことで良かったことは、その

活躍した評価が世界から日本に戻ってきたことによって、彼らの環境がよくなったことである。日本

人の特性として、自分たちの行っていることは、地元では評価されず、外の世界を通して評価される。 



110 

７．講演 

 

参加してくれたら、それがフィードバックされて評価される仕組みづくりに変えていくことが大事で

ある。地方自治とは皆さん一人ひとりがつながっていくメカニズムをつくっていくこと、汗を流して

楽しいと思えるような空間を作っていくことである。多くの世代とコミュニケーションを出来るよう

な社会をつくっていくことが、本来の地方自治であると考える。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

広報やまと 平成 24年 11月 15日号に、市民討議会の様子を掲載しました。 
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